平成２３年度介護保険事業状況報告（年報）の概要

１．第1号被保険者数

第1号被保険者数は，平成２３年度末現在で６８２，２８０人であり，平成２２年度末(６６４，２８７人)に比べて２．７％の増，介護保険制度１年目である平成１２年度(５０４，５２７人)と比べると，３５．２％の増加となっている。（表１）
第１号被保険者のうち，７５歳未満の者(以下「前期高齢者」という)は，平成２２年度末に比べ２．８％の増，７５歳以上の者(以下「後期高齢者」という)は２．６％の増となっている。
表１　第１号被保険者数の推移（年度末現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	区　分
	12年度
	13年度
	14年度
	15年度
	16年度
	17年度
	18年度
	19年度
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度

	65～75歳未満
	291,661
	294,839
	300,918
	302,395
	306,025
	313,948
	324,282
	332,211
	344,185
	350,119
	346,419
	356,104

	75歳以上
	212,866
	225,594
	236,228
	247,561
	258,829
	269,191
	279,801
	290,268
	299,087
	307,919
	317,868
	326,176

	計
	504,527
	520,433
	537,146
	549,956
	564,854
	583,139
	604,083
	622,479 
	643,272
	658,038
	664,287
	682,280


２．要介護(要支援)認定者数

要介護(要支援)認定者(以下，「認定者」という。)数は年々増加しており，平成２３年度末の認定者数は９９，４４３人であった。そのうち８４．３％が後期高齢者となっている。（表２）
認定者の要介護度別割合では，要介護２が最も多く，次いで要介護１，要介護３の順となっている。年々軽度(要支援１～要介護１)の割合が高くなっており，平成２３年度末では全体の３７．５％を占めている。

第１号被保険者の認定者数は９５，９２３人である。平成２３年度末の認定率(第１号被保険者に対する割合)は県平均で１４．０％となっており，平成２２度末と比べて０．３ポイント増となっている。（図１）
表２　要介護（要支援）認定者数（平成２３年度末現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	区　分
	要支援１
	要支援２
	経過的要介護
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５
	計

	第１号被保険者
	7,287
	10,617
	－
	18,239
	19,039
	15,300
	13,650
	11,791
	95,923

	65～75歳未満
	1,007
	1,468
	－
	2,297
	2,499
	1,845
	1,511
	1,449
	12,076

	75歳以上
	6,280
	9,149
	－
	15,942
	16,540
	13,455
	12,139
	10,342
	83,847

	第２号被保険者
	190
	361
	－
	615
	814
	540
	478
	522
	3520

	総　数
	7,477
	10,978
	－
	18,854
	19,853
	15,840
	14,128
	12,313
	99,443

	構成比
	7.52
	11.04
	
	18.96
	19.96
	15.93
	14.21
	12.38
	100%


図１　第１号被保険者に占める認定者数（第１号被保険者）の割合（年度末現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	区　分
	12年度
	13年度
	14年度
	15年度
	16年度
	17年度
	18年度
	19年度
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度

	第１号被保険者数
	504,527
	520,433
	537,146
	549,956
	564,854
	583,139
	604,083
	622,479
	643,272
	658,038
	664,287
	682,280

	認定者数
	41,711
	48,041
	55,079
	62,122
	67,690
	74,318
	77,464
	81,024
	84,307
	87,022
	91,044
	95,923

	認定率
	8.3%
	9.2%
	10.3%
	11.3%
	12.0%
	12.7%
	12.8%
	13.0％
	13.1%
	13.2％
	13.7%
	14.0%　　 


３．受給者数

①居宅介護(介護予防)サービス受給者数

居宅介護（介護予防）サービス受給者数は，平成２３年度累計（※平成２３年３月から平成２４年２月サービス分）で６７０，１６０人であり，平成２２年度と比較して５．６％増えている。（図２）
居宅介護(介護予防)サービス受給者の要介護度別構成比をみると，要介護２が最も多く，２３．７％となっている。 (表３)
※介護保険制度のサービス給付（受給者数及び保険給付）は，３月から翌年２月を年度単位としている

表３　　居宅サービス受給者数（平成２３年３月分～平成２４年２月分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	区　分
	要支援１
	要支援２
	経過的要介護
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５
	計

	第１号被保険者
	49,695
	84,070
	6
	146,091
	151,638
	100,057
	67,835
	44,022
	643,414

	第２号被保険者
	1,327
	2,845
	－
	4,976
	7,294
	4,240
	3,308
	2,756
	26,746

	総　数
	51,022
	86,915
	6
	151,067
	158,932
	104,297
	71,143
	46,778
	670,160

	構成比
	7.6%
	13.0%
	0%
	22.5 %
	23.7%
	15.6%
	10.6%
	7.0%
	100%


図２　居宅サービス受給者数の推移（年度累計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	区　分
	12年度
	13年度
	14年度
	15年度
	16年度
	17年度
	18年度
	19年度
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度

	居宅サービス受給者数
	215,361
	292,878
	359,533
	423,152
	485,354
	530,722
	535,519
	552,447
	578,036
	608,273
	634,559
	670,160

	前年比
	－
	36.0%
	22.8%
	17.7%
	14.7%
	9.3%
	0.9%
	3.2%
	4.6%
	5.2%
	4.3%
	5.6％


②地域密着型（介護予防）サービス受給者数
平成１８年４月からスタートした地域密着型（介護予防）サービスの受給者数は，平成２３年度累計（平成２３年３月から平成２４年２月サービス分）で６９，０８２人である。
地域密着型（介護予防）サービス受給者の要介護度別割合をみると，要介護３が２５．８％と最も多く，次いで要介護２となる。（表４）
表４　地域密着型サービス受給者数（平成２３年３月分～平成２４年２月分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	区　分
	要支援１
	要支援２
	経過的要介護
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５
	計

	第１号被保険者
	375
	1,069
	－
	12,097
	17,189
	17,598
	12,144
	7,601
	68,073

	第２号被保険者
	29
	11
	－
	189
	256
	245
	150
	129
	1,009

	総　数
	404
	1,080
	－
	12,286
	17,445
	17,843
	12,294
	7,730
	69,082

	構成比
	0.6%
	1.6%
	－
	17.8%
	25.2%
	25.8%
	17.8%
	11.2%
	100%


③施設介護サービス受給者数

施設介護サービス受給者数は平成２３年度累計（平成２３年３月から平成２４年２月サービス分）で２４３，５４５人であり，平成２２年度と比較して２．９％増えている。（図３－１，図３－２）

施設介護サービス受給者の要介護度別割合をみると，要介護５が最も多く，３０．３％となっている。 (表５)

図３－１　施設サービス受給者数（年度累計）　　　　　　　　　　　　　  （単位：人）
	区　分
	介護老人福祉施設
	介護老人保健施設
	介護療養型医療施設
	計

	第１号被保険者
	126,715
	98,504
	12,490
	237,709

	第２号被保険者
	2,178
	3,183
	475
	5,836

	計
	128,893
	101,687
	12,965
	243,545

	構成比
	52.9%
	41.8%
	5.3%
	100%


表５　施設サービス受給者の要介護度別人数（平成２３年３月分～平成２４年２月分）　　　　　　　（単位：人）
	区　分
	要支援１
	要支援２
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５
	計

	第１号被保険者
	0
	1
	13,378
	29,254
	52,039
	71,185
	71,852
	237,709

	第２号被保険者
	0
	0
	289
	909
	1,135
	1,478
	2,019
	5,830

	総　数
	0
	1
	13,667
	30,163
	53,174
	72,663
	73,871
	243,539

	構成比
	0.0%
	0.0%
	5.6%
	12.4%
	21.8%
	29.9%
	30.3%
	100.0%


※本表の総数は，同一サービス受給者が複数項目に該当する場合も１人と計上しているため，各項目の合計と一致しない。
図３－２　施設サービス受給者数の推移（年度累計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　   （単位：人）
	区　分
	１２年度
	１３年度
	１４年度
	１５年度
	１６年度
	１７年度
	１８年度
	１9年度
	２０年度

	介護老人福祉施設
	55,780
	65,252
	69,914
	76,422
	84,050
	90,743
	100,424
	108,533
	114,586

	介護老人保健施設
	58,659
	67,194
	68,048
	68,694
	72,303
	80,570
	87,355
	89,464
	92,430

	介護療養型医療施設
	10,592
	14,087
	16,252
	18,606
	19,076
	18,875
	17,978
	16,740
	15,767

	計
	125,031
	146,533
	154,214
	163,722
	175,429
	190,188
	205,757
	214,113
	222,125

	前年比
	－
	17.2%
	5.2%
	6.2%
	7.2%
	8.4%
	8.2%
	4.1%
	3.7%


	区　分
	２１年度
	２２年度
	２３年度

	介護老人福祉施設
	119,135
	124,097
	128,893

	介護老人保健施設
	95,744
	99,401
	101,687

	介護療養型医療施設
	14,815
	13,909
	12,965

	計
	228,862
	236,749
	243,545

	前年比
	3.0%
	3.7%
	2.9%


４．保険給付状況
　平成２３年度の総保険給付額（居宅サービス，地域密着型サービス及び施設サービスに係る支給額を指し，特定入所者介護サービス費，高額介護サービス費や審査支払手数料を含まない）は，１４２，８９４，８５４千円であり，その内訳をみると，居宅介護（介護予防）サービスが６６，３１１，３４５千円，地域密着型（介護予防）サービスが１４，９４５，３９１千円，施設介護サービスが６１，６３８，１１８千円となり，その割合は，居宅介護（介護予防）サービス４６．４％，地域密着型（介護予防）サービス１０．５％，施設介護サービス４３．１％となっている。（表６）
平成１８年度以降は施設サービスより居宅系サービス（地域密着型サービスを含む）の割合が上回っている。(図４)
　第１号被保険者１人あたり給付費は，居宅サービスで９７．１千円，地域密着型サービスで２１．９千円，施設サービスで９０．３千円，合計で２０９．３千円であった。
表６　給付費（平成２３年３月分～平成２４年２月分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　分
	要支援１
	要支援２
	経過的要介護
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５
	計

	居宅サービス
	1,384,890
	3,915,065
	-1,503
	11,251,602
	15,306,998
	13,986,148
	11,602,083
	8,866,061
	66,311,345

	地域密着型サービス
	16,491
	121,677
	－
	2,373,753
	3,652,420
	4,050,052
	2,871,525
	1,859,473
	14,945,391

	施設サービス
	－
	305
	－
	2,954,838
	6,827,266
	12,760,240
	18,659,580
	20,435,889-
	61,638,118

	合　計
	1,401,381
	4,037,047
	-1,503
	16,580,193
	25,786,684
	30,796,440
	33,133,188
	31,161,423
	142,894,854

	構成比
	1.0%
	2.8%
	0.0%
	11.6%
	18.0%
	21.6%
	23.2%
	21.8%
	100.0%


図４　保険給付費割合の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　分
	12年度
	13年度
	14年度
	15年度
	16年度
	17年度
	18年度
	19年度
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度

	居宅系サービス
	31.0%
	36.4%
	41.0%
	45.2%
	47.8%
	49.8%
	52.8%
	53.6%
	54.4%
	55.4%
	56.0%
	56.9%

	施設サービス
	69.0%
	63.6%
	59.0%
	54.3%
	52.2%
	50.2%
	47.2%
	46.4%
	45.6%
	44.6%
	44.0%
	43.1%


特定施設入所者介護サービス費，高額介護サービス費は含まない

５．保険料の状況

平成２３年度の保険料の調定額は２９，２６８，９４７千円であり，収納額は２８，７６１，９８７千円となっている。収納額のうち，特別徴収が全体の８９．５％を占めている。
現年度分の全体の収納率は９８．２％であり，普通徴収の収納率は８３．５％となっている。
滞納繰越分の収納率は低調である。(１３年度：３７．３％，１４年度：２６．４％，１５年度：２１．４％，１６年度：１８．０％，１７年度：１５．７％，１８年度：１６．１％，１９年度：１６．５％，２０年度：１４．８％，２１年度：１５．２％，２２年度：１４．８％，２３年度：１４．２％)保険料徴収権は２年間で時効となる(介護保険法第２００条)ことから，滞納繰越分の収納率の向上が急務である。
介護保険の保険料は各保険者が策定する介護保険事業計画における事業見込み等を基に算定されている。本県においては，平均で３，７１７円（全国　４，１６０円）となっている。

６．特別会計経理状況

平成２３年度介護保険特別会計は，歳入が１６５，９３４，６３２千円，歳出が１６３，１８０，４３４千円であり，歳入歳出差引残額は２，７５４，１９８千円となっている。差引残額のうち，翌年度準備基金への積み立て予定額(うち基金繰入額)は７９３，５１３千円となっている。なお，平成２３年度末現在の準備基金保有額は８，２６８，９０４千円であった。

